
区分 歳入額
万円

歳出額
万円

差引額
万円

一般会計 1,593,011 1,543,225 49,786

特
別
会
計

国民健康保険 441,517 433,306 8,211

裳掛診療所 3,227 3,207 20

美和診療所 1,705 1,685 20

介護保険 372,464 370,980 1,484

後期高齢者医療 45,515 45,498 17

農業集落排水事業 25,982 25,931 51

漁業集落排水事業 2,995 2,945 50

下水道事業 143,484 138,053 5,431

土地開発事業 16,044 6,147 9,897

企業団地造成事業 41,328 41,252 76

公共用地先行取得事業 497 497 0

計（一般会計・特別会計） 2,687,769 2,612,726 75,043

事業
会計

病院事業会計 120,612 118,885 1,727

水道事業会計 83,985 79,131 4,854

計（事業会計） 204,597 198,016 6,581

図１　会計別決算

※事業会計については、収益的収入および収益的支出を計上しています。

瀬戸内市の
財 政 状 況

特集

普
通
会
計
決
算
の
概
要

黒
字
だ
が
、

引
き
続
き
厳
し
い
財
政
運
営

　
平
成
24
年
度
の
市
の
普
通
会
計

の
決
算
額
は
、
歳
入
が
１
５
８
億

８
、８
７
５
万
円
に
対
し
て
、
歳

出
が
１
５
３
億
９
、０
８
９
万
円

で
、
平
成
25
年
度
へ
繰
り
越
し

た
事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た

３
億
７
、２
７
３
万
円
が
実
質
的

歳
入
の
内
訳

市
税
は
減
少
、
市
債
の
発
行
な
ど

に
よ
り
全
体
は
増
加

　

歳
入
全
体
は
、
前
年
度
と
比

べ
て
２
億
６
、３
９
２
万
円
（
１・

７
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
特
定
目
的
基
金
か
ら
の
繰
入

金
・
財
産
収
入
・
市
債
発
行
が
増

加
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

　
個
人
市
民
税
は
９
、９
３
８
万

円
（
７・
０
％
）
増
加
し
ま

な
黒
字
と
な
り
ま
し
た
（
会
計
間

の
繰
入
・
繰
出
の
重
複
な
ど
を
控

除
し
て
い
る
た
め
、
図
１
に
お
け

る
前
述
の
２
会
計
の
合
算
額
と
は

異
な
り
ま
す
）。

　
し
か
し
な
が
ら
、
市
税
や
地
方

交
付
税
の
減
少
な
ど
の
影
響
に
よ

り
、
市
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調

整
基
金
か
ら
６
、５
０
０
万
円
を

繰
り
入
れ
て
財
源
調
整
を
図
る
な

ど
、
引
き
続
き
厳
し
い
財
政
運
営

が
続
い
て
い
ま
す
。

し
た
が
、
法
人
市
民
税
が

２
億
４
、９
９
９
万
円
（
39
・

２
％
）、
固
定
資
産
税
が
９
、

５
１
３
万
円
（
４・
２
％
）
減
少

す
る
な
ど
し
た
た
め
、
市
税
全

体
は
２
億
５
、０
７
９
万
円
（
５・

４
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
入
全
体
の
約
３

分
の
１
を
占
め
る
地
方
交
付
税

は
１
億
７
、８
５
３
万
円
（
３
・

１
％
）、
臨
時
財
政
対
策
債
は
１
、

１
３
９
万
円
（
１・
４
％
）
減
少

し
て
い
ま
す
。（
図
２
）

平
成
24
年
度
決
算

　
平
成
24
年
度
決
算
と
は
、
平
成

24
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
25
年
３

月
31
日
ま
で
の
市
の
収
入
と
支
出

の
実
績
の
こ
と
で
す
。

　
な
お
、
瀬
戸
内
市
の
平
成
24
年

度
決
算
に
お
け
る
普
通
会
計
（
財

政
比
較
な
ど
に
用
い
る
一
般
行
政

部
門
に
関
す
る
会
計
）
は
、
一
般

会
計
と
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業

特
別
会
計
を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

図２　歳入

分担金及び
負担金（0.8%）
1億2,266万円

使用料及び
手数料（2.1%）
3億4,007万円

繰入金（1.1%）
1億7,255万円

繰越金（3.5%）
5億5,999万円

財産収入・寄附金・
諸収入（2.0%）
3億1,176万円

地方譲与税・
各種交付金（3.7%）
5億9,610万円

地方交付税（34.6%）
54億9,241万円

国庫支出金
（7.7%）
12億2,756万円

県支出金
（5.8%）
9億2,213万円

市債（11.0%）
17億4,403万円

市税（27.7%）
43億9,949万円

合計　158億8,875万円

自主財源
（37.2％）

依存財源
（62.8％）

指標 市の比率
％

早期健全化
基準 ％

財政再生
基準 ％

経常収支比率 86.7 ― ―

財政健全化
判 断 比 率

実質赤字比率 ― 13.22 20.00
連結実質赤字比率 ― 18.22 30.00 
実質公債費比率 14.3 25.00    35.00    
将来負担比率 86.3  350.00 ―

資金不足比率（公営企業会計ごと） ― 20.00 ―

図５　財政健全化判断比率など

※「―」の表示は該当なしを表しています。

歳
出
の
内
訳

全
体
は
増
加
、

民
生
費
が
29
・
２
％
を
占
め
る

　

歳
出
全
体
は
、
前
年
度
と
比

べ
て
３
億
２
、６
０
６
万
円
（
２・

２
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
内
訳
を
目
的
別
に
み
る
と
、
子

育
て
支
援
や
高
齢
者
や
障
害
者
に

対
す
る
福
祉
の
充
実
な
ど
の
経
費

で
あ
る
民
生
費
が
29
・
２
％
と
最

も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

続
い
て
地
域
振
興
や
庁
舎
管

理
、
財
政
調
整
基
金
の
積
み
立
て

な
ど
の
経
費
で
あ
る
総
務
費
が

13
・
３
％
、
市
債
の
元
金
・
利
子

や
一
時
借
入
金
の
利
子
を
支
払
う

た
め
公
債
費
が
12
・
０
％
、
教
育

施
設
の
整
備
や
公
民
館
管
理
な
ど

財
政
指
標

経
常
収
支
比
率
は
悪
化
、

財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
は
基

準
を
ク
リ
ア

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す

る
た
め
の
指
標
で
あ
り
、
80
％
を

超
え
る
と
財
政
の
弾
力
性
が
失
わ

れ
つ
つ
あ
る
と
さ
れ
る
経
常
収
支

比
率
は
86
・
７
％
と
３・
５
ポ
イ

ン
ト
悪
化
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
扶
助
費
や
特
別
会
計

へ
の
繰
出
金
な
ど
の
経
常
的
な
経

費
が
増
加
し
た
こ
と
、
市
税
や
地

方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
が
減

少
し
た
こ
と
が
要
因
で
す
。

　
実
質
赤
字
比
率
と
連
結
実
質
赤

字
比
率
は
、
資
金
不
足
額
が
な
い

た
め
、該
当
数
値
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
実
質
公
債
費
比
率
は
14
・
３
％

と
１・
４
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し

教育費

46,841 円

農林水産業費

26,721 円

衛生費

46,117 円

民生費

115,195 円

公債費

47,577 円

総務費

52,888 円

土木費

26,557 円

消防費

15,440 円

議会費

5,770 円

商工費

10,065 円

その他
災害復旧費 1,035 円  労働費 745 円

計 394,952 円

この図は、普通会計の歳出が１人当たりい
くらになるかを目的別に算出したものです。

（H25.3.31 現在人口　38,969 人）

図４　市民１人当たりの歳出額

た
。
平
成
21
年
か
ら
４
年
度
連
続

で
、
市
債
発
行
に
県
の
許
可
が
必

要
と
な
る
基
準
で
あ
る
18
％
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。

　
将
来
負
担
比
率
は
86
・
３
％
と

６・４
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
財
政
健
全
化
法
に
基

づ
く
４
つ
の
指
標
は
い
ず
れ
も
財

政
の
早
期
健
全
化
が
義
務
付
け
ら

れ
る
基
準
（
早
期
健
全
化
基
準
）

を
ク
リ
ア
し
て
い
ま
す
。（
図
５
）

　
市
債
は
、
大
規
模
事
業
に
対
す

る
財
源
と
し
て
発
行
し
て
お
り
、

５
億
４
、１
９
０
万
円（
45・１
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

の
教
育
費
が
11
・
９
％
な
ど
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
３
、４
）

図３　歳出

合計　153億9,089万円

議会費（1.5%）
2億2,486万円

総務費
（13.3%）
20億6,099万円

民生費（29.2%）
 44億8,902万円

衛生費
（11.7%）
17億9,715万円

労働費（0.2%）　2,904万円
農林水産業費
（6.8%）
10億4,130万円

商工費（2.5%）
3億9,223万円

土木費（6.7%）
10億3,489万円

消防費（3.9%）
6億168万円

教育費
（11.9%）
18億2,537万円

災害復旧費
（0.3%）
4,032万円

公債費（12.0%）
18億5,404万円

23 2013.12 広報 せとうち No.109



図８　財政指標の推移

図６　基金残高の推移図７　公債費と市債発行額などの推移

図９　収支見通しの推移

決
算
の
推
移

　
長
引
く
景
気
の
低
迷
や
少
子
高

齢
化
の
進
行
な
ど
に
加
え
、
国
が

進
め
た
「
三
位
一
体
改
革
」
の
影

響
で
地
方
交
付
税
や
国
の
補
助
金

な
ど
が
大
幅
に
削
減
さ
れ
た
こ
と

に
よ
り
、
厳
し
い
財
政
運
営
が
続

い
て
い
ま
し
た
が
、
内
部
経
費
の

見
直
し
に
よ
る
経
費
削
減
な
ど
に

よ
り
、
市
の
財
政
状
況
は
改
善
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
現
在
進
行
し
て
い
る

大
規
模
事
業
は
、
将
来
の
市
の
行

財
政
運
営
に
、
影
響
を
与
え
る
こ

と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

基
金
残
高
の
推
移

　
財
源
調
整
を
行
う
財
政
調
整
基

金
は
、
地
方
交
付
税
の
減
少
な
ど

に
よ
る
収
支
不
足
に
対
し
て
取
り

崩
し
を
行
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　
合
併
以
降
、
基
金
残
高
は
低
い

水
準
で
余
裕
の
な
い
財
政
運
営
が

続
い
て
い
ま
し
た
が
、
財
政
状
況

の
改
善
と
と
も
に
年
々
積
立
額
が

増
加
し
、
平
成
24
年
度
に
は
約
29
億

円
の
残
高
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
６
）

公
債
費
と
市
債
残
高
の
推
移

　
投
資
的
事
業
の
財
源
と
し
て
発

行
し
て
い
る
市
債
や
臨
時
財
政
対

策
債
な
ど
の
償
還
金
で
あ
る
公
債

費
は
、
平
成
13
年
度
か
ら
の
臨
時

財
政
対
策
債
の
借
り
入
れ
や
平
成

19
年
度
か
ら
平
成
21
年
度
に
か
け

て
実
施
し
た
繰
上
償
還
に
よ
り
増

加
し
て
い
ま
し
た
が
、
平
成
22
年

度
か
ら
減
少
に
転
じ
て
い
ま
す
。

　
市
債
残
高
は
、
市
債
発
行
の
抑

制
効
果
に
よ
り
平
成
18
年
度
を

ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向
で
し
た
が
、

大
型
事
業
の
実
施
に
伴
い
平
成
24

年
度
は
増
加
し
て
い
ま
す
。（
図
７
）

財
政
指
標
の
推
移

　
経
常
収
支
比
率
や
実
質
公
債
費

比
率
は
、
高
い
水
準
で
は
あ
る
も

の
の
徐
々
に
改
善
し
て
き
ま
し

た
。
し
か
し
、
経
常
収
支
比
率
は

経
常
経
費
の
削
減
効
果
が
頭
打
ち

と
な
り
、
平
成
23
年
度
か
ら
増
加

し
て
い
ま
す
。（
図
８
）

5,000

10,000

15,000

20,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（百万円） （百万円）

市債発行額（まちづくり振興基金造成分） 市債発行額（臨時財政対策債・減税補てん債）
市債発行額（事業充当分） 公債費
市債残高（右軸）

■

■

■
■

● ●

●

● ● ● ●
●

● ● ●

■ ■ ■
■ ■ ■ ■

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0
（％） （％）

16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

経常収支比率（左軸）
将来負担比率（左軸）
実質公債費比率（右軸）

■ ■ ■
■

■ ■
■

■

■
■

◆

◆

◆

◆

◆

◆
◆

▲

▲

▲
▲

▲

▲

▲

▲

▲

△2,000

△1,500

△1,000

△500

0

500
（百万円）

■中期財政見通し ■基金調整前 ■財政運営適正化計画

25 26 27 28 29 30 31 32 33 34年度

特定目的基金（まちづくり振興基金）
特定目的基金（まちづくり振興基金除く）
減債基金
財政調整基金

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（百万円）

中
期
財
政
見
通
し

平
成
26
年
度
か
ら
財
源
不
足
、

平
成
32
年
度
に
は
基
金
が
底
を
つ
く

　
平
成
25
年
度
か
ら
10
年
間
の
普

通
会
計
の
推
計
が
「
中
期
財
政
見

通
し
」
で
す
。

　
歳
入
は
、
合
併
に
よ
る
算
定
の

特
例
終
了
の
た
め
、
主
要
な
財
源

で
あ
る
地
方
交
付
税
が
平
成
27
年

度
か
ら
平
成
32
年
度
に
か
け
て
段

階
的
に
減
額
と
な
り
ま
す
。

　
歳
出
は
、
少
子
高
齢
化
対
策
な

ど
に
伴
う
扶
助
費
、
国
民
健
康
保

険
や
介
護
保
険
な
ど
の
社
会
保
障

費
お
よ
び
下
水
道
事
業
・
企
業
団

地
造
成
事
業
に
係
る
繰
出
金
が
大

き
く
増
加
す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
収
支
で
は
、
平
成
26
年
度
か
ら

多
額
の
財
源
不
足
が
生
じ
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
平
成
27
年
度
以
降

は
、
地
方
交
付
税
の
段
階
的
な
減

少
に
よ
り
財
源
不
足
は
年
々
大
き

く
な
り
、
地
方
交
付
税
の
合
併
の

特
例
が
完
全
に
終
了
す
る
平
成
32

年
度
に
は
約
16
億
円
、
計
画
最
終

年
度
の
平
成
34
年
度
に
は
約
19
億

円
の
財
源
不
足
を
生
じ
る
見
通
し

と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
９
）

　
財
源
調
整
を
行
う
財
政
調
整
基

金
と
減
債
基
金
は
、
地
方
交
付
税

の
減
少
に
伴
う
多
額
の
財
源
不
足

に
対
応
で
き
る
状
況
に
な
く
、
平

成
32
年
度
に
は
底
を
つ
く
見
込
み

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
年
々
増
加
す
る
社
会
保
障
費
に

つ
い
て
は
、
そ
の
財
源
と
し
て
消

費
税
の
改
正
が
行
わ
れ
よ
う
と
し

て
お
り
、
市
の
財
政
負
担
の
軽
減

を
期
待
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す

が
、
一
方
で
物
件
費
や
普
通
建
設

事
業
費
な
ど
の
費
用
の
増
加
が
懸

念
さ
れ
、楽
観
視
は
で
き
ま
せ
ん
。

　
こ
の
ま
ま
の
行
政
運
営
で
は
、

安
定
し
た
財
政
運
営
の
確
立
ま
で

に
は
程
遠
く
、
依
然
と
し
て
厳
し

い
財
政
状
況
に
あ
り
ま
す
。

財政健全化に向けた主な具体的方策
（10 年間のおおよその効果額）

①投資的事業の見直し
　事業費の削減　2.4 億円

②公営企業会計繰出金の削減
　下水道：資本費平準化債の活用　3.7 億円
　病院：繰出し基準の見直し　1.3 億円　

③人件費の削減
　職員の削減（10 年間で 29 人減）　9.5 億円
　特別職・職員等の給与カット　5 億円

④事務事業の見直し
　各種団体補助金の見直し　2.3 億円
　単市医療給付事業の見直し　4 億円

⑤施設の在り方の見直し
　幼稚園・保育園等の統廃合・民営化　9.9 億円
　各種施設の民営化・廃止　2.3 億円

⑥収入の確保
　企業誘致などによる税収増　8 億円
　ごみ袋代の適正化　3.1 億円
　保育園・幼稚園等保育料の適正化　0.7 億円
　各種使用料等の適正化　0.2 億円
　錦海塩田跡地貸付収入の計上　21 億円

財
政
の
健
全
化
に
向
け
て

財
政
運
営
適
正
化
計
画

10
年
間
で
97
億
円
の
効
果
、
だ
が

平
成
28
年
度
以
降
は
基
金
を
取
り
崩
す

　
「
中
期
財
政
見
通
し
」
を
受
け

て
策
定
し
た
「
財
政
運
営
適
正
化

計
画
」
に
基
づ
き
、
平
成
25
年
度

以
降
に
取
り
組
む
具
体
的
な
方
策

と
10
年
間
の
お
お
よ
そ
の
効
果
額

は
左
別
欄
の
と
お
り
で
す
。

　
当
初
の
見
通
し
集
計
か
ら
は
、

収
支
差
で
約
97
億
円
の
健
全
化
効

果
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
平
成

28
年
度
以
降
は
多
額
の
財
源
不
足

を
解
消
で
き
ず
、
基
金
の
取
り
崩

し
に
よ
り
収
支
の
均
衡
を
図
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。（
図
９
）

　
こ
れ
は
、
扶
助
費
や
社
会
保
障

費
な
ど
現
在
の
制
度
で
は
削
減
が

困
難
な
も
の
が
あ
る
こ
と
、
今
ま

で
積
極
的
に
整
備
し
て
き
た
下
水

道
事
業
に
多
額
の
市
債
を
発
行
し

た
影
響
で
、
償
還
金
に
伴
う
繰
出

金
が
大
き
く
増
加
す
る
こ
と
な
ど

が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

計
画
を
実
現
さ
せ
る
た
め
に

　

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
に
よ

り
、
財
政
状
況
は
改
善
傾
向
に
あ

り
ま
す
が
、
将
来
の
歳
入
減
に
対

応
で
き
る
体
制
は
確
立
で
き
て
お

ら
ず
、
財
政
の
健
全
化
が
市
の
最

優
先
課
題
で
あ
る
こ
と
に
変
わ
り

あ
り
ま
せ
ん
。

　
財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
お
け

る
具
体
的
な
方
策
に
は
、
市
民
生

活
に
影
響
が
あ
り
、
市
民
の
皆
さ

ん
の
理
解
が
な
け
れ
ば
実
現
で
き

な
い
も
の
も
多
く
あ
り
ま
す
。

　
財
政
の
健
全
化
を
成
し
遂
げ
る

た
め
、
引
き
続
き
皆
さ
ん
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

　
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
し
て
い
る
「
瀬
戸
内
市
中
期

財
政
計
画
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

経
営
企
画
課

☎
０
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２
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HP http://www.city.setouchi.lg.jp/
data/zaisei.html
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